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はじめに 
 

現在、水源地域対策は、ダム建設に伴う水没による影響緩和を目的とし

て、ダム起業者による補償、水源地域対策特別措置法による措置、水源地

域対策基金等による生活再建対策等その他の措置を有機的に組み合わせる

ことより実施されている。 

一方、水資源政策の目標が、水資源開発の促進に加え健全な水循環系の

構築へと拡がりつつあり、水源地域対策の目標についても、影響緩和によ

るダム建設の促進に加え、水源かん養機能の保全等健全な水循環系の構築

のための対策へと視野を広げていく必要が生じている。 

このため、「水源地域対策のあり方に関する検討委員会」において、『新

世紀に向けて－水源地域の自立・新生と流域一体となった取り組みを目指

して－（平成 12 年 4 月）』がとりまとめられた。この中で、「水源地域の

自立・新生」及び「流域一体となった水源地域対策の推進」について提言

がなされ、今後取り組むべき方策の一つとして民間非営利組織（以下、

「NPO」という。）との連携について検討していくことが必要であるとさ

れたところである。 

既に、水環境の改善、森林の保全、地域の活性化などの分野で NPO が

水源地域において活動している事例も見受けられるが、その多くは試行錯

誤と模索を行いながら徐々に行政との関係を構築している段階である。 

近年、地域づくりや環境保全など様々な方面で NPO に対する関心が高

まるとともに、「特定非営利活動促進法」の制定など活動環境が整備されつ

つあり、今後その活動は一層大きな役割を果たすものと期待されている。 

このため、行政と NPO は互いの立場を認識した上で、協働して水源地

域の活力を高めていくことが、水源地域の自立・新生を図る上で、一層重

要であると考えられる。 
本報告書は、このような認識のもと、水源地域の現状と活性化に向けた

取り組み及び水源地域における NPO 活動の現状を踏まえ、水源地域対策

における NPO との連携の重要性を示すとともに、行政と NPO が連携し

ていく上での課題及び連携の推進に向けた取り組みについて検討したもの

である。 
 

※本検討委員会で議論の対象としたＮＰＯについては、法人格を有する

非営利組織に限定せず、水源地域や流域で活動する任意団体や住民グ

ループなど広範なものとした。 
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図１ 健全な水循環系の構築のための水源地域対策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※『新世紀に向けて－水源地域の自立・新生と流域一体となった取り組みを目

指して－（平成 12 年 4 月）』に掲載された図をもとに作成 
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図２ 新たに追加する水源地域対策による施策の拡大 
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建設促進のための対策

健全な水循環系の構築

へも視野を広げた対策

行政が主体となった対

策 

行政のみならずＮＰＯ

等多様な主体の参加に

よる対策 

対策の性格 

対策の主体 

一時的な対策 恒久的な課題への取り

組み 

事業の内容 ハード事業主体 
ハード事業とソフト事

業の融合 

上流側と下流側が流域

一体となって実施する

対策 

上流と下流 
の関係 

上流側が下流受益者の

協力を得つつ実施する

対策 

※『新世紀に向けて－水源地域の自立・新生と流域一体となった取り組みを目

指して－（平成 12 年 4 月）』に掲載された図をもとに作成 

対策のねらい 
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図３ 水源地域のイメージ 


